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Ⅰ 始めに 

１ 地方公会計の整備について 

 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実

な執行を図るという観点から、確実性、客観性に優れた単式簿記による現金主義会計を

採用しています。 

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による

現金主義会計では把握できないストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価

償却費等現金の動きが伴わないコストを含む）を捉えることも重要です。 

地方公会計制度に基づく財務書類は、複式簿記による発生主義を取り入れることによ

り、官庁会計における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たすものです。 

 

 

１　目的

①　説明責任の履行
住民や議会、外部に対する財務書類のわかりやすい開示
② 財政の効率化・適正化
財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予算編成、
政策評価等に有効に活用

２　具体的内容（財務書類の整備）

３　財務書類整備の効果

① 発生主義による正確な行政コストの把握

見えにくいコスト（減価償却費、退職手当引当金など各種引当金）の明示

② 資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握

資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示

総務省資料より

現金主義会計

◎現行の予算・決算制度は、

現金収支を議会の民主的統

制下に置くことで、予算の適

正・確実な執行を図るという観

点から現金主義会計を採用

発生主義会計

◎発生主義により、ストック情報・フロー情報を総

体的・一覧的に把握することにより、現金主義会

計を補完
<財務書類>

地方公会計
・貸借対照表

・行政コスト計算書

・純資産変動計算書

・資金収支計算書

企業会計
・貸借対照表

・損益計算書

・株式資本等変動計算書

・キャッシュフロー計算書

補

完

地方公会計の意義
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２ 本市の取組 

 

平成 18 年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律（平成 18 年法律第 47 号）」を契機に総務省から地方公会計制度の指針が示

され、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」

の財務書類（４表）の作成が求められました。 

この指針で総務省から「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の２つの方式が示さ

れ、本市では平成 20 年度決算から「総務省方式改訂モデル」により財務書類を作成・公

表してきました。 

しかし、財務書類の作成は複数の基準（「総務省方式改訂モデル」、「基準モデル」、

「東京モデル」など）があることで市町村間を比較することが難しいなどの課題もあったこ

とから、平成 26 年度に総務省は全国の地方公共団体に対し、「統一的な基準」に基づく

財務書類を平成 29 年度（平成 28 年度決算）までに作成するよう要請しました。 

本市においても平成 28 年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成して

おります。 
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３ 統一的な基準による財務書類の特徴 

 

（１）発生主義・複式簿記の採用 

発生主義会計を採用し、伝票単位で複式仕訳を行っています。 

◆発生主義を採用することで現金支出を伴わないコスト（減価償却費等）を把握

することができます。 

◆複式仕訳を行うことで資産等のストック情報が見える化されます。 

 

（２）固定資産台帳の整備 

固定資産台帳の整備が必須とされています。 

◆固定資産台帳は、市が保有する固定資産をその取得から除売却処分に至るまで、

その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿で、財務書類作成の基礎となる

補助簿の役割を果たすとともに、所有するすべての固定資産（道路、公園、学校、

公民館等）について、金額情報や減価償却情報、耐用年数等を記載するものです。 

 

（３）比較可能性の確保 

全ての地方公共団体が「統一的な基準」により財務書類を整備しています。 

◆市町村間での比較可能性が確保されます。 

 

 

平成27年度決算以前 平成28年度決算以降

　総務省方式改訂モデルでは決算
統計データを活用して簡便的仕訳
で財務書類を作成

　執行データに基づく日々仕訳又
は期末一括仕訳で財務書類を作
成
（発生主義・複式簿記の導入によ
り決算統計データの活用から脱
却）

　総務省方式改訂モデルでは固定
資産台帳の整備が必ずしも前提と
されていない

　固定資産台帳の整備を前提とす
ることで公共施設等のマネジメント
にも活用

　総務省方式改訂モデルや基準モ
デル、その他の方式といった複数
の方式が混在

　統一的な基準による財務書類等
によって団体間での比較可能性を
確保

統

一

的

な

基

準

固定資産

台帳の整

備が必須

比較可能性

の確保

発生主義・

複式簿記の

導入
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４ 財務書類の作成基準 

 

（１）作成基準日 

令和５年度で、令和６年３月 31 日を作成基準日としています。なお、出納整理期間（令和６

年４月１日から５月 31 日まで）における入出金については、基準日までに終了したものとして処

理しています。 

 

（２）対象とする会計及び団体 

財務書類は、一般会計及び特別会計からなる「一般会計等財務書類」、特別会計及び

公営企業会計を含めた「全体財務書類」、さらに出資団体等を含めた「連結財務書類」

の３種類があります。 

 

 

 

 

一部事務組合
広域連合

外郭団体

普通会計 特別会計 ◇岡崎市額田郡模範造林組合 ◇岡崎市土地開発公社

◇一般会計 ◇阿知和地区工業団地造成事 ◇愛知県後期高齢者医療広域

連合

◇(株)岡崎情報開発センター

◇継続契約集合支払特別会計

◇国民健康保険事業特別会計 

◇(社福)岡崎市福祉事業団 

◇額田北部診療所特別会計

◇後期高齢者医療特別会計 

◇(社福)岡崎市社会福祉協議会 

◇こども発達医療センター特別
会計 ◇介護保険特別会計 

◇(公財)岡崎幸田勤労者共済会 公営企業会計

◇(公財)岡崎市スポーツ協会 ◇病院事業会計 

◇(公財)岡崎市学校給食協会◇水道事業会計 

◇下水道事業会計 

一般会計等財務書類 

岡 崎 市

全体財務書類

連結財務書類

◇岡崎駅東土地区画整理事業

事業特別会計
◇母子父子寡婦福祉資金貸付

清算金特別会計

◇農業集落排水事業特別会計

業特別会計 
◇(株)岡崎さくら電力

◇(株)もりまち
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①貸借対照表 令和6年3月31日現在

資　産（本市が保有している財産） 負　債（将来の世代の負担となるもの）

 １　固定資産  １　固定負債

 　　　有形固定資産  　　　地方債

 　　　無形固定資産  　　　長期未払金

 　　　投資その他の資産  　　　退職手当引当金

 　　　その他

 ２　流動資産  ２　流動負債

 　　　現金預金  　　　１年内償還予定地方債

 　　　未収金  　　　未払金

 　　　短期貸付金  　　　前受金

 　　　基金  　　　賞与等引当金

 　　　その他  　　　預り金

 　　　徴収不能引当金  　　　その他

　負 債 合 計

純資産（これまでの世代が負担したもの）

　純 資 産 合 計

　資 産 合 計 　負債及び純資産合計

※記載金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります（以降の表も同様です。）。

②行政コスト計算書 令和5年4月1日～令和6年3月31日

a. 経 常 費 用

・業務費用

 　１　人件費 職員給与や賞与等・退職手当引当金繰入など

 　２　物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

 　３　その他の業務費用

・移転費用 市民への補助金や児童福祉・生活保護などの社会保障給付

b. 経 常 収 益

 使用料・手数料等

c. 純経常行政コスト（a.経常費用－b.経常収益）

d.臨時損失

e. 臨時利益

純行政コスト（c.純経常行政コスト＋d.臨時損失－e.臨時利益） 億円

億円

億円

億円

億円

億円

１,２３９

億円

億円

億円

億円

億円

億円

７３

７３

１,２３５

７

２

１,３０８

７０３

２３４

４４９

２０

６０５

億円

億円

４,９８３ 億円

５,７４３ 億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

７６０

億円

億円

億円

億円

１１２

４６４

１１

４

億円

６７

４

１

１５

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

６４７

億円

２２

△１

２６

１４６

１０６

５

０

１１４

０

億円

５,７４３

２２５

Ⅱ　令和5年度決算状況

　１　地方公会計制度による財務書類（一般会計等）

　財務書類（一般会計等）の対象範囲は、一般会計に特別会計（5会計）を加えたものです。
　貸借対照表は年度末の残高（ストック）を、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は１年
間の資産や資金の動き（フロー）を表しています。

５,５１８ 億円 億円

億円５,０６２

　年度末現在における財産（資産）と、その財産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高
（ストック）を表しています。左側に資産、右側に負債と純資産を記載しています。

　１年間の資産形成につながらない経常的な行政サービスの費用と、行政サービスの直接的な対価である
使用料・手数料などの収益を表しています。純経常行政コストは市税などで賄われます。

１０

４４６
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③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
令和5年4月1日～令和6年3月31日 令和5年4月1日～令和6年3月31日

a. 前年度末純資産残高  a.　業務活動収支

b.純行政コスト（△） 　・人件費、物件費等支出など

c. 財源 　・税収等収入、国県等補助金収入など

税収等 　業務支出

国県等補助金 　業務収入

d. 本年度差額（b+c） 　臨時支出

e. 資産評価差額 　臨時収入

f. 無償所管換等  ｂ.　投資活動収支

g. その他 　・公共施設等整備費支出、基金積立金支出など

h. 本年度純資産変動額（d+e+f+g） 　・国県等補助金収入、基金取崩収入など

本年度末純資産残高（a+h） 　投資活動支出

　投資活動収入

 ｃ.　財務活動収支

　・地方債償還支出など

　・地方債発行収入

　財務活動支出

　財務活動収入

d. 　本年度資金収支(a+b+c)

e. 前年度末資金残高

f. 本年度末資金残高(d+e)

g. 前年度末歳計外現金残高

h.本年度歳計外現金増減額

i. 本年度末歳計外現金残高(g+h)

本年度末現金預金残高(f+i)

２１

１

２２

１０６

△３２

７６

４４

△９

９４

８４

億円

億円

１１５

１,１４７

１,２６８

７

-　

△９２

２４５

１５３

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円４,９８３

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

△２２

４

△３

△６

△２７

５,０１０

△１,２３９

１,２１７

８６８

３４９

億円

億円

億円

億円

　貸借対照表の純資産が１年間でどのように増
減したかを表しています。純資産の増減は、将
来の行政サービスに対する蓄えの増減を意味し
ます。

　１年間の現金の動きを表しています。その収支
を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支
に区分することで、どのような要因で現金が増減
したかが分かります。
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①貸借対照表 令和6年3月31日現在

資　産（本市が保有している財産） 負　債（将来の世代の負担となるもの）

 １　固定資産  １　固定負債

 　　　有形固定資産  　　　地方債等

 　　　無形固定資産  　　　長期未払金

 　　　投資その他の資産  　　　退職手当引当金

 　　　その他

 ２　流動資産  ２　流動負債

 　　　現金預金  　　　１年内償還予定地方債等

 　　　未収金  　　　未払金

 　　　短期貸付金  　　　前受金

 　　　基金  　　　賞与等引当金

 　　　棚卸資産  　　　預り金

 　　　その他  　　　その他

 　　　徴収不能引当金

　負 債 合 計

純資産（これまでの世代が負担したもの）

　純 資 産 合 計

　資 産 合 計 　負債及び純資産合計

②行政コスト計算書 令和5年4月1日～令和6年3月31日

a. 経 常 費 用

・業務費用

 　１　人件費 職員給与や賞与等・退職手当引当金繰入など

 　２　物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

 　３　その他の業務費用

・移転費用 市民への補助金や児童福祉・生活保護などの社会保障給付

b. 経 常 収 益

 使用料・手数料等

c. 純経常行政コスト（a.経常費用－b.経常収益）

d.臨時損失

e. 臨時利益

純行政コスト（c.純経常行政コスト＋d.臨時損失－e.臨時利益）

１０ 億円

９ 億円

１,８２２ 億円

４１２ 億円

４１２ 億円

１,８２１ 億円

５０ 億円

１,０９５ 億円

１,１３８ 億円

３７６ 億円

７１３ 億円

５,８９４ 億円

８,５３０ 億円

２,２３３ 億円

１０ 億円

２,６３６ 億円

１ 億円

２５ 億円

２２ 億円

２８６ 億円

１４６ 億円

８３ 億円

１０ 億円

８,５３０ 億円

△２ 億円

０ 億円

１２１ 億円

３４ 億円

６５６ 億円

４２４ 億円

６９ 億円

億円

２０２ 億円

８０５ 億円

億円

７,５５４

億円

１,３１６ 億円

２６億円

２４９

　２　地方公会計制度による財務書類（全体）

　財務書類（全体）の対象範囲は、財務書類（一般会計等）に特別会計（5会計）及び公営企業会計（3会計）を加
えたものです。

７,８７３ 億円 ２,３５０

　年度末現在における財産（資産）と、その財産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高
（ストック）を表しています。左側に資産、右側に負債と純資産を記載しています。

　１年間の資産形成につながらない経常的な行政サービスの費用と、行政サービスの直接的な対価である
使用料・手数料などの収益を表しています。純経常行政コストは市税などで賄われます。

億円

７０
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③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
令和5年4月1日～令和6年3月31日 令和5年4月1日～令和6年3月31日

a. 前年度末純資産残高  a.　業務活動収支

b.純行政コスト（△） 　・人件費、物件費等支出など

c. 財源 　・税収等収入、国県等補助金収入など

税収等 　業務支出

国県等補助金 　業務収入

d. 本年度差額（b+c） 　臨時支出

e. 資産評価差額 　臨時収入

f. 無償所管換等  ｂ.　投資活動収支

g. その他 　・公共施設等整備費支出、基金積立金支出など

h. 本年度純資産変動額（d+e+f+g） 　・国県等補助金収入、基金取崩収入など

本年度末純資産残高（a+h) 　投資活動支出

　投資活動収入

 ｃ.　財務活動収支

　・地方債等償還支出など

　・地方債等発行収入

　財務活動支出

　財務活動収入

d. 　本年度資金収支(a+b+c)

e. 前年度末資金残高

f. 本年度末資金残高(d+e)

g. 前年度末歳計外現金残高

h.本年度歳計外現金増減額

i. 本年度末歳計外現金残高(g+h)

本年度末現金預金残高(f+i)

２２ 億円

４２４ 億円

４０２ 億円

２１ 億円

１ 億円

１０４ 億円

△５ 億円

４０６ 億円

１７３ 億円

△４２ 億円

１４７ 億円

６ 億円

△１６６ 億円

３３９ 億円

１,９７２ 億円

２,１７８ 億円

８ 億円

△６ 億円

△１９ 億円

５,８９４ 億円

△３０ 億円

４ 億円

１３ 億円

１,７９２ 億円

１,１２２ 億円

６７１ 億円

５,９１３ 億円

△１,８２２ 億円

２０４ 億円

　貸借対照表の純資産が１年間でどのように増
減したかを表しています。純資産の増減は、将
来の行政サービスに対する蓄えの増減を意味し
ます。

　１年間の現金の動きを表しています。その収支
を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支
に区分することで、どのような要因で現金が増減
したかが分かります。
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①貸借対照表 令和6年3月31日現在

資　産（本市が保有している財産） 負　債（将来の世代の負担となるもの）

 １　固定資産  １　固定負債

 　　　有形固定資産  　　　地方債等

 　　　無形固定資産  　　　長期未払金

 　　　投資その他の資産  　　　退職手当引当金

 　　　その他

 ２　流動資産  ２　流動負債

 　　　現金預金  　　　１年内償還予定地方債等

 　　　未収金  　　　未払金

 　　　短期貸付金  　　　未払費用

 　　　基金  　　　前受金

 　　　棚卸資産  　　　賞与等引当金

 　　　その他  　　　預り金

 　　　徴収不能引当金  　　　その他

　負 債 合 計

純資産（これまでの世代が負担したもの）

　純 資 産 合 計

　資 産 合 計 　負債及び純資産合計

②行政コスト計算書 令和5年4月1日～令和6年3月31日

a. 経 常 費 用

・業務費用

 　１　人件費 職員給与や賞与等・退職手当引当金繰入など

 　２　物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

 　３　その他の業務費用

・移転費用 市民への補助金や児童福祉・生活保護などの社会保障給付

b. 経 常 収 益

 使用料・手数料等

c. 純経常行政コスト（a.経常費用－b.経常収益）

d.臨時損失

e. 臨時利益

純行政コスト（c.純経常行政コスト＋d.臨時損失－e.臨時利益）

１０ 億円

８ 億円

２,２０３ 億円

４４３ 億円

４４３ 億円

２,２０２ 億円

６０ 億円

１,４６１ 億円

１,１８４ 億円

４０２ 億円

７２２ 億円

５,９５１ 億円

８,６１３ 億円

２,６４５ 億円

　１年間の資産形成につながらない経常的な行政サービスの費用と、行政サービスの直接的な対価である
使用料・手数料などの収益を表しています。純経常行政コストは市税などで賄われます。

２２ 億円

１０ 億円

２,６６１ 億円

０ 億円

１ 億円

２６ 億円

３０５ 億円

１５８ 億円

８８ 億円

８０５ 億円

１,３１６ 億円

２６ 億円

２０９ 億円

１２ 億円

８,６１３ 億円

△２ 億円

０ 億円

１２２ 億円

３５ 億円

６９２ 億円

４６０ 億円

６５ 億円

億円

７０ 億円

２７０ 億円

７,５８０

　３　地方公会計制度による財務書類（連結）

　財務書類（連結）の対象範囲は、財務書類（全体）に一部事務組合等（2組合等）及び出資団体等（9団体等）を
加えたものです。

７,９２１ 億円

　年度末現在における財産（資産）と、その財産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高
（ストック）を表しています。左側に資産、右側に負債と純資産を記載しています。

２,３５６ 億円
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③純資産変動計算書 ④資金収支計算書
令和5年4月1日～令和6年3月31日 令和5年4月1日～令和6年3月31日

a. 前年度末純資産残高 a.　本年度資金収支

b.純行政コスト（△） b.前年度末資金残高

c. 財源 c. 比例連結割合変更に伴う差額

税収等 d.本年度末資金残高（a+b+c）

国県等補助金

d. 本年度差額（b+c） e. 前年度末歳計外現金残高

e. 資産評価差額 f. 本年度歳計外現金増減額

f. 無償所管換等 g. 本年度末歳計外現金残高（e+f）

g. 比例連結割合変更に伴う差額 h. 本年度末現金預金残高(d+g)

h.その他

i. 本年度純資産変動額（d+e+f+g+h）

本年度末純資産残高（a+i)

２１ 億円

１ 億円

２２ 億円

△２４ 億円

５,９５１ 億円

△６ 億円

４４３ 億円

４３８ 億円

１３ 億円

△６ 億円

０ 億円

９８８ 億円

△３６ 億円

４ 億円

２,１６７ 億円

億円

△２,２０３

　貸借対照表の純資産が１年間でどのように増
減したかを表しています。純資産の増減は、将
来の行政サービスに対する蓄えの増減を意味し
ます。

１,１７８ 億円

５,９７６

億円

　１年間の現金の動きを表しています。その収支
を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支
に区分することで、どのような要因で現金が増減
したかが分かります。

０ 億円

４６０ 億円
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行政サービスは効率的に提供されているか ⑥住民一人当たり行政コスト

歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）

３ 行政コストの状況

　指標を経年変化や類似団体との比較分析をすることにより、全体の大まかな傾向を把握することができ
ます。ただし、分析に当たっては単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動する場合があること等
に留意が必要です。

４ 負債の状況

■ 指標について
　令和6年4月5日付け総務省照会「統一的な基準による財務書類から得られる情報に関する調査につい
て（照会）」で用いられた指標を採用しています。

■ 類似団体平均について
　比較分析の対象とする類似団体は、総務省作成の「類似団体別市町村財政指数表」の類型に準拠し、
本市は全国の中核市を類似団体としています。

　令和5年度は令和5年度末における中核市62市のうち、令和7年4月21日現在、ホームページ等で財務書
類を公開している50市（岡崎市を含む）のデータから岡崎市が独自に算出しています。

　令和3・4年度は令和6年4月5日付け総務省照会「統一的な基準による財務書類から得られる情報に関
する調査について（照会）」で取りまとめられた回答に基づき、総務省が算出したものです。（一般会計等
のみ。）

　平均値は、基礎的財政収支は単純平均、基礎的財政収支以外は加重平均です。平均値の下段のカッコ
書きは、類似団体における最小値と最大値を表記しています。

Ⅲ　財務書類からわかる指標

　財務書類のデータによる指標を分析することにより財政状況を多角的に分析することができます。

住民等のニーズ 指標

将来世代に残る資産はどのくらいあるか
①住民一人当たり資産額
②歳入額対資産比率
③有形固定資産減価償却率

２ 資産と負債の比率

１ 資産の状況

分析の視点

⑨受益者負担比率

将来世代と現世代との負担の分担は適切か
④純資産比率
⑤将来世代負担比率

財政に持続可能性があるか
（どのくらい借金があるか）

⑦住民一人当たり負債額
⑧基礎的財政収支

５ 受益者負担の状況
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単位：万円

 ① 住民一人当たり資産額 一般会計等 149.6 市全体 222.2
（ 資産合計 ÷ 住民基本台帳人口 ） 前年度指標 150.4 前年度指標 223.1

類似団体平均 147.6 類似団体平均 211.1

単位：年

 ② 歳入額対資産比率 一般会計等 3.68 市全体 2.98
（ 資産合計 ÷ 歳入総額 ） 前年度指標 3.70 前年度指標 2.94

類似団体平均 3.14 類似団体平均 2.67

（124.4～278.3）（97.5～211.1）

（1.88～4.24） （1.56～3.67）

指標の分析

　一般会計等について、資産合計が40億円の減（△0.70％）となったのに対し、人口が507人の減（△
0.13％）となったことから、指標は前年度対比で0.8万円の減となりました。
　本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均と同程度であり、住民一人当たりの資産規模は標
準的といえます。また、後述の「住民一人当たり負債額」が類似団体平均を大きく下回っており、過度な借
金に頼らずに資産形成できていることが分析できます。

指標の分析

　一般会計等について、資産合計の減（△0.70％）に対し、歳入総額が3億円の減（△0.17％）となったこと
から、指標は前年度対比で0.02年低下しました。
　本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を上回っており、このことは、過去に道路や公共施
設などのインフラ整備を推進してきたことが現れていると分析できます。

　資産等を住民基本台帳人口で除して住民一人当
たり資産額とすることにより、理解しやすい情報にな
るとともに、他団体との比較も容易になります。

※ 「住民基本台帳人口」は令和5年度は令和6年1月
1日現在のデータを使用しています（令和4年度は令
和5年1月1日現在、令和3年度は令和4年1月1日現
在のデータを使用しています。）。「住民基本台帳人
口」を使用するこれ以降の指標においても同様で
す。

指標の説明

指標の説明

　当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出
することにより、これまでに形成されたストックとして
の資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方
公共団体の資産形成の度合いを把握することができ
ます。この指標が高ければ社会資本の整備に重点
を置いてきたことを表しますが、当該年度の歳入総
額で算出するため、指標の比較分析に当たって注意
が必要です。

100.0

150.0

200.0

250.0
R3 R4 R5

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00
R3 R4 R5

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)
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単位：％

 ③ 有形固定資産減価償却率 一般会計等 65.3 市全体 55.0
（ 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産 － 前年度指標 63.9 前年度指標 53.5

類似団体平均 65.9 類似団体平均 58.6

単位：％

 ④ 純資産比率 一般会計等 86.8 市全体 69.1
（ 純資産合計 ÷ 資産合計 ） 前年度指標 86.6 前年度指標 68.9

類似団体平均 71.1 類似団体平均 62.1

　一般会計等について、資産合計の減（△0.70％）に対し、純資産の合計が27億円の減（△0.53％）となっ
たことから、指標は前年度対比で0.2％上昇しました。
　本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく上回っており、健全と分析できます。また、
この指標が高いことは、将来世代の負担割合が抑えられていることも意味しますが、一方で現世代と将
来世代の世代間負担の公平性に留意していくことも必要です。

　一般会計等の指標値は60％を超えており、資産の老朽化が進みつつあると分析できますが、類似団体
平均は若干下回っている状況です。
　一般会計等について、減価償却累計額が142億円の増（＋3.48％）となったのに対し、償却対象資産が
87億円の増（＋1.36％）となったことから、指標は前年度対比で1.4％上昇しました。
　本指標の特性として、適切な予防保全により長寿命化を図っても指標が上昇する傾向があります。指
標値を注視しながら、点検等により施設の実態を踏まえた対応を検討してまいります。

（46.9～92.0） （37.7～82.7）

指標の説明

　純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将
来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、
逆に純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても
利用可能であった資源を費消して便益を享受する一
方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し
ています。

指標の分析

指標の分析

土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額） ）
（42.6～78.9） （44.0～67.5）

指標の説明

　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対
する減価償却累計額の割合を算出することにより、
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過し
ているのかを全体として把握することができます。

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0
R3 R4 R5

一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0
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一般会計等 市全体

類似団体(一般) 類似団体(全体)
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単位：％

一般会計等 8.7 市全体 18.0
（ 地方債残高(特例地方債を除く) 前年度指標 8.8 前年度指標 18.3

類似団体平均 17.3 類似団体平均 22.1

単位：万円

 ⑥ 住民一人当たり行政コスト 一般会計等 32.3 市全体 47.5
（ 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口 ） 前年度指標 32.6 前年度指標 46.9

類似団体平均 38.3 類似団体平均 56.1

指標の説明

　行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基
本台帳人口で除して住民一人当たり行政コストとす
ることにより、行政活動の効率性を見ることができま
す。

　一般会計等について、人口の減（△0.13％）に対し、純行政コストが16億円の減（△1.25％）となったこと
から、指標は前年度対比で0.3万円の減となりました。
　本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく下回っており、効率的な行政活動ができて
いると分析できます。

 ⑤ 将来世代負担比率

指標の分析

指標の分析

　一般会計等について、特例地方債を除く地方債残高が7億円の減（△1.64％）となったのに対し、有形・
無形固定資産合計が39億円の減（△0.76％）となったことから、指標は前年度対比で0.1％低下しました。
　本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく下回っており、借金に頼らない健全な資産
形成ができていると分析できます。

÷ 有形・無形固定資産合計 ）
（5.4～38.0） （8.4～41.0）

（30.4～50.7） （45.2～74.7）

指標の説明

　有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の
償還等が必要な負債による調達割合（公共資産等
形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資
本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握する
ことができます。
　（地方債残高から控除する特例地方債について
は、臨時財政特例債・減税補塡債・臨時税収補塡
債・臨時財政対策債・減収補塡債特例分とします。）
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単位：万円

 ⑦ 住民一人当たり負債額 一般会計等 19.8 市全体 68.7
（ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口 ) 前年度指標 20.1 前年度指標 69.3

類似団体平均 42.6 類似団体平均 80.1

単位：百万円

 ⑧ 基礎的財政収支 一般会計等 2,223 市全体 5,025
（ 業務活動収支（支払利息支出を除く） 前年度指標 5,405 前年度指標 13,863

類似団体平均 3,760 類似団体平均 7,029

（16.9～77.0） （37.1～125.7）

 ＋ 投資活動収支(基金積立・取崩を除く) ）
（△10,472～24,943） （△16,084～24,531）

指標の分析

　一般会計等について、業務活動収支は1,763百万円の減、投資活動収支が1,419百万円の減であったこ
とから、指標は前年度対比で3,182百万円の減となりました。また、市全体では、業務活動収支が6,107百
万円の減、投資活動収支が2,731百万円の減となり、前年度対比で8,838百万円の減となりました。一般
会計等・全体とも財務活動収支がマイナスであることから、借入に頼らず留保資金を活用して投資活動
の推進が図られたことが分析できます。
　健全な業務活動収支を背景に、積極的な投資活動を行ったうえで、基礎的財政収支の黒字を維持して
おり、持続可能な財政運営が実現できていると分析できます。

　負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当
たり負債額とすることにより、理解しやすい情報にな
るとともに、他団体との比較が容易になります。

指標の説明

指標の分析

　一般会計等において、人口の減（△0.13％）に対し、負債合計が14億円の減（△1.75％）となったことか
ら、指標は前年度対比で0.3万円の減となりました。
　本市指標は、一般会計等・市全体とも類似団体平均を大きく下回っており、健全であると分析できます。
また、住民一人当たり負債額を抑えたうえで、先述の「住民一人当たり資産額」が類似団体平均と同程度
となっていることから、過度な借金に頼らずに必要な資産形成ができていることが分析できます。

指標の説明

　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支
出を除く。）及び投資活動収支（基金積立金支出及
び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することに
より、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方
債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標と
なり、当該バランスが均衡している場合には、経済
成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模に対
する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政
運営が実現できていると捉えることができます。 0
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単位：％

 ⑨ 受益者負担比率 一般会計等 5.6 市全体 18.4
（ 経常収益 ÷ 経常費用 ） 前年度指標 5.1 前年度指標 18.1

類似団体平均 4.6 類似団体平均 14.9

 ■　総　括

指標の分析

　一般会計等について、経常収益が6億円の増（＋8.80％）となったのに対し、経常費用が9億円の減（△
0.69％）となったことから、指標は前年度対比で0.5％上昇しました。
　また、市全体は類似団体平均を上回っていますが、この指標は各市の保有する施設に左右される側面
もあることから、本市の状況を考慮しながら引き続き受益者負担について検討してまいります。

　本市の指標は、一般会計等・市全体とも、前年度との比較において、多くの指標で同程度の値を示して
おり、類似団体平均との比較においても、前年度に引き続き概ね良好であると分析しています。

　純資産比率が高く、また、住民一人当たり負債額も少ないことから、地方債（借入金）に頼らない資産形
成の下、健全な財政運営ができていることがわかります。このことは、将来世代負担比率の低下にもつな
がり、将来世代への負担が少ないことも意味しています。

　基礎的財政収支は、一般会計等において前年度対比32億円の減となったものの、指標値は22億円の
黒字となっており、また、財務活動収支において、地方債の償還額が発行額を上回っていることからも、
持続可能な財政運営が実現できていることが分析できます。一方で、基金取崩額が積立額を上回ってい
ることから、令和5年度は基金の積極的な活用により事業を推進したことが分析できますが、基金残高に
も限りがあることから、今後もバランスの取れた基金の積立と取崩に努めてまいります。

　資産の老朽化の度合いを示す有形固定資産減価償却率は、一般会計等において、前年度対比1.4％
の増となる65.3％となっています。公共施設等整備費支出が111億円となったのに対し、減価償却費が
152億円となったことによるものです。
　本指標の特性として、適切な予防保全により長寿命化を図っても指標が上昇する傾向があり、類似団
体平均値も同傾向で上昇していることから、このことは全国共通の課題と考えられます。本市において
は、指標値を注視しながら、施設の老朽化対策として、引き続き岡崎市公共施設等総合管理計画に沿っ
た取り組みを行ってまいります。

　長引くコロナ禍も収束を迎え、経済状況は緩やかな回復基調にありますが、物価高騰等の新たな課題
も生じております。今後も本市の健全な財政運営を維持しながら、市民の皆様の安全安心を守る施策の
推進に努めてまいります。

（2.4～9.7） （4.6～51.9）

指標の説明

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料
など行政サービスに係る受益者負担の金額を表す
ため、これを経常費用と比較することにより、行政
サービス提供に対する直接的な負担の割合を算出
することができます。
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 551,763,827   固定負債 64,746,914

    有形固定資産 506,154,926     地方債 46,445,510

      事業用資産 258,619,854     長期未払金 2,627,284

        土地 144,376,419     退職手当引当金 14,583,495

        立木竹 976,142     損失補償等引当金 -

        建物 216,190,540     その他 1,090,624

        建物減価償却累計額 -119,374,572   流動負債 11,248,205

        工作物 49,877,548     １年内償還予定地方債 6,728,916

        工作物減価償却累計額 -34,103,600     未払金 358,313

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 50,000

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,500,675

        航空機 -     預り金 2,203,851

        航空機減価償却累計額 -     その他 406,451

        その他 - 負債合計 75,995,119

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 677,377   固定資産等形成分 563,171,077

      インフラ資産 242,947,524   余剰分（不足分） -64,854,820

        土地 119,359,077

        建物 12,854,262

        建物減価償却累計額 -7,823,773

        工作物 369,708,076

        工作物減価償却累計額 -262,020,928

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 10,870,810

      物品 16,484,865

      物品減価償却累計額 -11,897,318

    無形固定資産 1,046,415

      ソフトウェア 1,046,415

      その他 -

    投資その他の資産 44,562,487

      投資及び出資金 25,815,179

        有価証券 1,024,671

        出資金 24,790,508

        その他 -

      投資損失引当金 -3,638

      長期延滞債権 1,154,916

      長期貸付金 148,053

      基金 17,181,504

        減債基金 -

        その他 17,181,504

      その他 378,239

      徴収不能引当金 -111,765

  流動資産 22,547,549

    現金預金 10,647,866

    未収金 519,422

    短期貸付金 31,744

    基金 11,375,506

      財政調整基金 11,375,506

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 25,416

    徴収不能引当金 -52,405 純資産合計 498,316,257

資産合計 574,311,376 負債及び純資産合計 574,311,376

岡崎市一般会計等貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 59,625

純行政コスト 123,934,330

    その他 -

  臨時利益 242,358

    資産売却益 182,734

    資産除売却損 203,777

    投資損失引当金繰入額 216

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 123,504,087

  臨時損失 672,601

    災害復旧事業費 468,608

  経常収益 7,309,596

    使用料及び手数料 2,060,169

    その他 5,249,427

      社会保障給付 30,363,924

      他会計への繰出金 8,015,797

      その他 490,047

        その他 1,702,742

    移転費用 60,515,776

      補助金等 21,646,007

      その他の業務費用 2,012,367

        支払利息 130,285

        徴収不能引当金繰入額 179,339

        維持補修費 1,276,812

        減価償却費 15,238,501

        その他 -

        その他 762,193

      物件費等 44,889,330

        物件費 28,374,017

        職員給与費 20,177,644

        賞与等引当金繰入額 1,500,675

        退職手当引当金繰入額 955,698

  経常費用 130,813,682

    業務費用 70,297,907

      人件費 23,396,210

岡崎市一般会計等行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 500,982,421 566,304,729 -65,322,307

  純行政コスト（△） -123,934,330 -123,934,330

  財源 121,737,413 121,737,413

    税収等 86,791,474 86,791,474

    国県等補助金 34,945,939 34,945,939

  本年度差額 -2,196,917 -2,196,917

  固定資産等の変動（内部変動） -3,265,983 3,265,983

    有形固定資産等の増加 12,085,389 -12,085,389

    有形固定資産等の減少 -16,080,855 16,080,855

    貸付金・基金等の増加 13,569,597 -13,569,597

    貸付金・基金等の減少 -12,840,113 12,840,113

  資産評価差額 388,947 388,947

  無償所管換等 -256,616 -256,616

  その他 -601,580 - -601,580

  本年度純資産変動額 -2,666,164 -3,133,651 467,487

本年度末純資産残高 498,316,257 563,171,077 -64,854,820

岡崎市一般会計等純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 2,098,825

本年度歳計外現金増減額 105,025

本年度末歳計外現金残高 2,203,851

本年度末現金預金残高 10,647,866

    その他の収入 -

財務活動収支 -3,216,942

本年度資金収支額 -947,940

前年度末資金残高 9,391,955

本年度末資金残高 8,444,016

  財務活動支出 7,612,942

    地方債償還支出 6,898,923

    その他の支出 714,019

  財務活動収入 4,396,000

    地方債発行収入 4,396,000

    貸付金元金回収収入 940,790

    資産売却収入 453,276

    その他の収入 35,416

投資活動収支 -9,208,498

【財務活動収支】

    貸付金支出 927,004

    その他の支出 -

  投資活動収入 15,273,354

    国県等補助金収入 2,149,713

    基金取崩収入 11,694,160

【投資活動収支】

  投資活動支出 24,481,852

    公共施設等整備費支出 11,070,468

    基金積立金支出 11,517,513

    投資及び出資金支出 966,866

  臨時支出 662,714

    災害復旧事業費支出 468,608

    その他の支出 194,106

  臨時収入 -

業務活動収支 11,477,500

  業務収入 126,836,941

    税収等収入 86,648,487

    国県等補助金収入 32,796,226

    使用料及び手数料収入 2,067,138

    その他の収入 5,325,090

    移転費用支出 60,515,776

      補助金等支出 21,646,007

      社会保障給付支出 30,363,924

      他会計への繰出支出 8,015,797

      その他の支出 490,047

    業務費用支出 54,180,952

      人件費支出 22,697,095

      物件費等支出 29,650,829

      支払利息支出 130,285

      その他の支出 1,702,742

岡崎市一般会計等資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 114,696,727
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１ 重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
   ①  有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
       ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　       ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価
　　　　　　 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　 イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
　　　　　　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　　　 ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　 ②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
       ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
　　　　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　 ただし、適切な対価を支払わずに取得したもの（受贈等）については、原則として再調達原価としています。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　 ①　満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・取得原価
　 ②　出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法
　 ①　有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
　　　 主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　 建物        　8年～50年
　　　 　工作物      　5年～60年
　　　 　物品        　2年～15年
　 ②　無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
　　　 主な耐用年数は次のとおりです。
　　　 　ソフトウェア　      5年
　 ③　リース資産（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさないもののみで構
　　 成されるリース取引並びにリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引を除きます。）
　　 ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　 イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法
　 ①　投資損失引当金
　　　 市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下し
 　　た場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
　 ②　徴収不能引当金
　　　 過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　 ③　退職手当引当金
　　　 期末自己都合要支給額を計上しています。
　 ④　賞与等引当金
　　　 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ
　　 本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法
　 ①　ファイナンス・リース取引
　　 ア　ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさ
　　　 ないもののみで構成されるリース取引並びにリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引
　　　 を除きます。）
　　　　 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　 イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　 ②　オペレーティング・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6)　資金収支計算書における資金の範囲
　　 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（岡崎市公金保管・運用基準において歳計現金等の保管方法とし
　 て規定した預金等をいいます。）
　 　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

岡崎市一般会計等財務書類に係る注記
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(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
 　①　物品及びソフトウェアの計上基準
　　　 物品については、取得価額又は見積価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
　　　 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

(8)　消費税等の会計処理
　　 消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等
　　該当事項はありません。

３　重要な後発事象
　　該当事項はありません。

４　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

損失補償等引当金 貸借対照表
計上額 未計上額

岡崎市土地開発公社 - 1,229,893千円 1,229,893千円
愛知県信用保証協会 - 51,949千円 51,949千円

計 - 1,281,842千円 1,281,842千円

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　 ①　対象範囲
　　　 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　　　　 一般会計
　　　　 継続契約集合支払特別会計
　　　　 額田北部診療所特別会計
　　　　 こども発達医療センター特別会計
　　　　 岡崎駅東土地区画整理事業清算金特別会計
　　　　 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
　 ②　一般会計等と普通会計の対象範囲の差異
　　　 一般会計等の対象範囲から、後期高齢者医療のうち法定の健康診査に係る経費等を除いたものが普通会計
　　 の対象範囲です。
　 ③　出納整理期間
　　　 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
　　 受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　 ④　表示単位未満の処理
　　　 原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。
　 ⑤　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況
　　　 　実質赤字比率　　　実質赤字額なし
　　　　 連結実質赤字比率　実質赤字額なし
　　　　 実質公債費比率　　 1.1％
　　　　 将来負担比率　    将来負担額なし
　 ⑥　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　4,489,548千円
　 ⑦　繰越事業に係る将来の支出予定額　6,151,048千円

(2)　貸借対照表に係る事項
　 ①　売却可能資産の範囲及び内訳
　　 ア　範囲
　　　　 令和６年度予算において、財産収入として措置されている公共資産
　　 イ　内訳
　　　　 事業用資産　12,000千円
　　　　　 土地　　　12,000千円
　　　　 　令和６年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。
　　　　 　売却可能価額は令和６年度予算において、財産収入として措置されている価額によっています。
　 ②　基金借入金（繰替運用）
　　　 基金借入金（繰替運用）はありません。
　 ③　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見
　 　込まれる金額　25,845,779千円

履行すべき額が確定していない

団体名 総 額
損失補償債務等
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　 ④　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素
　　　　 標準財政規模　                                       79,085,432千円
　　　　 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 　 6,320,052千円
　　　　 将来負担額　                                        114,116,230千円
　　　　 充当可能基金額　                                     30,858,016千円
　　　　 特定財源見込額　                                     46,811,326千円
　　　　 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額       　61,525,134千円
　 ⑤　地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額　1,497,776千円
　 ⑥　事業用資産の建物のうち5,487,390千円（取得価額7,021,117千円、減価償却累計額1,533,727千円）は、PFI事業に
　 　係る資産が計上されています。

(3)　純資産変動計算書に係る事項
　　 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　　 ①　固定資産等形成分
　　　　 固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。
　　 ②　余剰分（不足分）
　　　　 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)　資金収支計算書に係る事項
　 ①　基礎的財政収支　2,222,640千円
　 ②　既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）
152,010,000千円 143,602,430千円

237,301千円 151,805千円
△5,741,006千円 3,700,000千円
146,506,295千円 147,454,235千円

　　　 地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算
     書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（継続契約集
　　 合支払特別会計、額田北部診療所特別会計、こども発達医療センター特別会計、岡崎駅東土地区画整理事業清算金
　　 特別会計及び母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計）の分だけ相違します。
　　　 また、前年度繰越金の分が収入（歳入）と、地方自治法第233条の２の規定による基金繰入額の分が支出（歳出）
　　 とそれぞれ相違します。
　 ③　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　 資金収支計算書

業務活動収支　　  　 　 　  　　　  11,477,500千円
　投資活動収入の国県等補助金収入 　 　 2,149,713千円
　未収債権、未払債務等の増減額　 　　    129,705千円
　減価償却費　　　　  　　　        △15,238,501千円
　賞与等引当金の増減額　　　     　　  △170,997千円
　退職手当引当金の増減額　　      　　  △528,118千円
　徴収不能引当金の増減額　　 　         △5,534千円
　損失補償等引当金の増減額          　　  6,122千円
　投資損失引当金の増減額        　　 　　 4,236千円
　資産除売却損益    　       　     　 △21,043千円
純資産変動計算書の本年度差額         △2,196,917千円

   ④　一時借入金
　　　 資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
　　　 なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。
　       一時借入金の限度額　5,000,000千円
　 ⑤　重要な非資金取引（いずれも令和５年度末時点での額を記載しています。）
　　　 新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　　　　　　　 422,926千円

資金収支計算書

歳入歳出決算書
区　　分

繰越金に伴う差額等

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額
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2
3
,7
0
7
,2
0
3

2
9
,8
7
7
,6
1
0

1
0
,6
6
6
,4
0
5

6
,4
9
3
,2
0
0

2
9
,2
7
5
,0
6
8

5
0
6
,1
5
4
,9
2
6
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③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
(単

位
：
千

円
）

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
 

(A
)

時
価

単
価

 
(B

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
(A

) 
X
 (
B

) 
(C

)

取
得

単
価

 
(D

)

取
得

原
価

 
(A

) 
X
 (
D

) 
(E

)

評
価

差
額

 
(C

) 
- 

(E
) 

(F
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

 
調

書
記

載
額

な
し

合
計

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

に
対

す
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

 
(貸

借
対

照
表

計
上

額
) 

(A
)

資
産

 
(B

)
負

債
 

(C
)

純
資

産
額

 
(B

) 
-
 (
C

) 
(D

)

資
本

金
 

(E
)

出
資

割
合

(%
) 

(A
) 
/
 (
E
) 

(F
)

実
質

価
額

 
(D

) 
X
 (
F
) 

(G
)

投
資

損
失

引
当

金
 

計
上

額
 

(H
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

 
調

書
記

載
額

岡
崎

市
土

地
開

発
公

社
9
,0

0
0

1
,8

5
0
,2

5
1

1
,7

4
3
,3

7
2

1
0
6
,8

7
9

1
0
,0

0
0

9
0
.0

%
9
6
,1

9
1

-
9
,0

0
0

株
式

会
社

岡
崎

情
報

開
発

セ
ン

タ
ー

4
5
,0

0
0

1
5
4
,1

4
4

3
2
,6

8
0

1
2
1
,4

6
4

9
0
,0

0
0

5
0
.0

%
6
0
,7

3
2

-
4
5
,0

0
0

株
式

会
社

岡
崎

さ
く
ら

電
力

5
,1

0
0

5
2
1
,1

7
1

3
0
3
,9

8
1

2
1
7
,1

9
0

1
0
,0

0
0

5
1
.0

%
1
1
0
,7

6
7

-
5
,1

0
0

株
式

会
社

も
り

ま
ち

1
4
,0

0
0

6
7
,7

8
1

4
3
,0

0
6

2
4
,7

7
5

3
0
,0

0
0

4
6
.7

%
1
1
,5

6
2

-
1
4
,0

0
0

社
会

福
祉

法
人

岡
崎

市
福

祉
事

業
団

3
,0

0
0

4
,2

3
2
,7

3
9

9
3
3
,7

1
2

3
,2

9
9
,0

2
7

3
,0

0
0

1
0
0
.0

%
3
,2

9
9
,0

2
7

-
3
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

岡
崎

幸
田

勤
労

者
共

済
会

1
8
,0

0
0

1
2
3
,8

5
0

1
5
,7

0
1

1
0
8
,1

4
9

2
2
,5

0
0

8
0
.0

%
8
6
,5

1
9

-
1
8
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

岡
崎

学
校

給
食

協
会

1
0
,0

0
0

3
1
9
,4

2
7

3
0
9
,4

2
7

1
0
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
0
0
.0

%
1
0
,0

0
0

-
1
0
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

岡
崎

市
ス

ポ
ー

ツ
協

会
1
0
,0

0
0

1
0
2
,2

9
8

7
3
,6

6
7

2
8
,6

3
1

4
5
,0

0
0

2
2
.2

%
6
,3

6
2

3
,6

3
8

1
0
,0

0
0

病
院

事
業

会
計

9
,8

8
0
,9

8
6

3
7
,4

1
0
,4

7
6

2
2
,4

0
2
,3

7
3

1
5
,0

0
8
,1

0
3

1
2
,0

7
0
,6

4
7

1
0
0
.0

%
1
2
,2

8
5
,5

7
6

-
－

水
道

事
業

会
計

1
2
,9

6
6
,4

4
2

9
2
,2

1
9
,4

7
3

3
9
,0

9
9
,9

8
6

5
3
,1

1
9
,4

8
7

4
9
,4

9
8
,6

1
5

1
0
0
.0

%
1
3
,9

1
4
,9

5
0

-
－

下
水

道
事

業
会

計
1
,7

5
7
,7

5
7

1
6
0
,7

7
5
,5

1
8

1
2
2
,5

6
2
,2

8
5

3
8
,2

1
3
,2

3
3

3
7
,9

4
8
,8

1
1

1
0
0
.0

%
1
,7

7
0
,0

0
5

-
－

合
計

2
4
,7

1
9
,2

8
5

3
1
,6

5
1
,6

9
1

3
,6

3
8

1
1
4
,1

0
0

※
病

院
事

業
会

計
、

水
道

事
業

会
計

及
び

下
水

道
事

業
会

計
の

資
本

金
は

出
資

に
よ

ら
な

い
変

動
を

含
ん

で
い

る
た

め
、

出
資

割
合

は
上

表
の

出
資

金
額

を
資

本
金

で
除

し
た

値
と

一
致

し
な

い
。

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

以
外

に
対

す
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

 
(A

)
資

産
 

(B
)

負
債

 
(C

)

純
資

産
額

 
(B

) 
-
 (
C

) 
(D

)

資
本

金
 

(E
)

出
資

割
合

(%
) 

(A
) 
/
 (
E
) 

(F
)

実
質

価
額

 
(D

) 
X
 (
F
) 

(G
)

強
制

評
価

減
 

(H
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
(A

) 
-
 (
H

) 
(I
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

 
調

書
記

載
額

愛
知

環
状

鉄
道

株
式

会
社

7
4
2
,3

0
0

1
1
,3

9
9
,8

4
9

3
,1

2
2
,8

6
1

8
,2

7
6
,9

8
8

9
,4

7
5
,3

0
0

7
.8

%
6
4
8
,4

2
4

-
7
4
2
,3

0
0

7
4
2
,3

0
0

ミ
ク

ス
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
株

式
会

社
2
0
0
,0

0
0

4
,3

5
7
,8

4
0

3
8
1
,3

4
8

3
,9

7
6
,4

9
2

2
,2

3
3
,0

0
0

9
.0

%
3
5
6
,1

5
7

-
2
0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

株
式

会
社

エ
フ

エ
ム

岡
崎

2
,4

0
0

8
,9

0
5

2
2
,9

5
1

-
1
4
,0

4
6

5
2
,7

5
0

4
.5

%
0

2
,4

0
0

0
2
,4

0
0

名
古

屋
競

馬
株

式
会

社
1
7
,2

7
1

5
5
,6

3
1
,3

8
3

8
0
0
,1

6
0

5
4
,8

3
1
,2

2
3

4
1
3
,9

9
4

4
.2

%
2
,2

8
7
,4

4
9

-
1
7
,2

7
1

1
7
,2

7
1

株
式

会
社

総
合

開
発

機
構

1
,0

0
0

1
2
,4

6
4
,8

4
7

5
,8

4
4
,0

2
7

6
,6

2
0
,8

2
0

2
,5

0
0
,0

0
0

0
.0

%
2
,6

4
8

-
1
,0

0
0

1
,0

0
0

公
益

財
団

法
人

矢
作

川
水

源
基

金
4
6
,7

7
4

9
6
9
,6

2
0

8
9
6

9
6
8
,7

2
3

－
5
.2

%
5
0
,7

5
3

-
4
6
,7

7
4

4
6
,7

7
4

一
般

財
団

法
人

地
域

活
性

化
セ

ン
タ

ー
3
5
0

4
,6

2
7
,2

4
5

2
3
3
,1

8
5

4
,3

9
4
,0

5
9

－
0
.0

%
7
6
9

-
3
5
0

3
5
0

公
益

財
団

法
人

愛
知

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
7
,0

7
0

1
,5

9
7
,2

4
7

1
6
,9

1
7

1
,5

8
0
,3

3
0

－
0
.5

%
7
,4

4
9

-
7
,0

7
0

7
,0

7
0

公
益

財
団

法
人

愛
知

県
国

際
交

流
協

会
5
7
0

4
2
5
,5

1
6

5
3
,5

7
9

3
7
1
,9

3
8

－
0
.2

%
6
7
4

-
5
7
0

5
7
0

愛
知

県
信

用
保

証
協

会
1
6
,1

6
7

2
,4

2
7
,6

7
1
,2

9
9

2
,2

5
7
,8

8
5
,3

0
1

1
6
9
,7

8
5
,9

9
9

－
0
.1

%
1
6
0
,4

0
2

-
1
6
,1

6
7

1
6
,1

6
7

公
益

財
団

法
人

愛
知

県
林

業
振

興
基

金
3
9
,0

1
4

2
,8

6
8
,4

2
7

1
1
,7

4
2

2
,8

5
6
,6

8
5

－
1
.3

%
3
7
,1

5
0

-
3
9
,0

1
4

3
9
,0

1
4

豊
田

森
林

組
合

4
1
,4

3
5
,4

3
2

5
6
1
,3

6
7

8
7
4
,0

6
5

－
0
.0

%
1
3
4

-
4

4

岡
崎

森
林

組
合

9
9
4

3
9
5
,6

0
6

8
5
,8

9
2

3
0
9
,7

1
4

－
0
.7

%
2
,1

6
5

-
9
9
4

9
9
4

新
城

森
林

組
合

3
0

4
9
4
,0

3
9

1
2
2
,6

8
5

3
7
1
,3

5
4

－
0
.0

%
8
2

-
3
0

3
0

公
益

財
団

法
人

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
研

究
所

2
,0

0
0

2
,0

9
4
,3

1
3

6
2
7
,7

2
3

1
,4

6
6
,5

9
0

－
0
.1

%
1
,9

1
7

-
2
,0

0
0

2
,0

0
0

一
般

財
団

法
人

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

3
5
0

2
,1

6
5
,8

1
7

5
4
5
,8

2
2

1
,6

1
9
,9

9
5

－
0
.1

%
1
,0

3
5

-
3
5
0

3
5
0

一
般

財
団

法
人

愛
知

県
建

築
住

宅
セ

ン
タ

ー
1
,0

0
0

1
,3

5
3
,3

2
6

4
3
4
,7

0
9

9
1
8
,6

1
7

－
1
.0

%
9
,1

8
6

-
1
,0

0
0

1
,0

0
0

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

2
1
,0

0
0

2
4
,1

6
4
,1

2
3
,0

0
0

2
3
,7

3
8
,2

3
1
,0

0
0

4
2
5
,8

9
1
,0

0
0

－
0
.1

%
5
3
8
,7

1
0

-
2
1
,0

0
0

2
1
,0

0
0

合
計

1
,0

9
8
,2

9
4

4
,1

0
5
,1

0
4

2
,4

0
0

1
,0

9
5
,8

9
4

1
,0

9
8
,2

9
4

※
株

式
会

社
エ

フ
エ

ム
岡

崎
の

強
制

評
価

減
額

は
今

年
度

ま
で

の
累

計
額

を
記

載
し

て
い

る
。

※ ※ ※

※

※ ※
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④
基

金
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計



(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
(参

考
)財

産
に
関

す
る



調
書

記
載

額

財
政

調
整

基
金

1
1
,3
7
5
,5
0
6

-
-

-
1
1
,3
7
5
,5
0
6

4
,8
9
2
,9
3
1

公
共

施
設

保
全

整
備

基
金

5
,3
2
9
,1
4
4

-
-

-
5
,3
2
9
,1
4
4

5
,2
2
9
,6
0
6

企
業

版
ふ

る
さ
と
納

税
地

方
創

生
基

金
3
2
,7
2
4

-
-

-
3
2
,7
2
4

2
0
,7
7
4

さ
く
ら
基

金
4
2
,9
2
2

-
-

-
4
2
,9
2
2

3
7
,3
5
6

防
犯

対
策

基
金

2
4
,2
5
1

-
-

-
2
4
,2
5
1

1
2
,9
0
5

福
祉

基
金

1
5
2
,0
6
3

-
-

-
1
5
2
,0
6
3

1
2
9
,9
4
0

ふ
る
さ
と
農

村
活

性
化

対
策

基
金

6
,9
0
3

-
-

-
6
,9
0
3

6
,8
4
0

家
康

公
観

光
振

興
基

金
8
8
,6
9
7

-
-

-
8
8
,6
9
7

3
6
,9
5
9

東
岡

崎
駅

周
辺

地
区

整
備

基
金

4
,7
3
0
,1
2
7

-
-

-
4
,7
3
0
,1
2
7

4
,0
0
5
,3
4
3

公
園

施
設

整
備

基
金

4
,0
9
0
,6
5
7

-
-

-
4
,0
9
0
,6
5
7

3
,7
8
3
,3
3
4

文
化

施
設

整
備

基
金

1
,2
9
8
,1
6
0

-
-

-
1
,2
9
8
,1
6
0

1
,2
9
5
,7
8
1

美
術

博
物

館
等

整
備

基
金

8
4
5
,8
5
6

-
-

-
8
4
5
,8
5
6

8
4
3
,4
7
7

土
地

開
発

基
金

-
-

5
0
0
,0
0
0

5
0
0
,0
0
0

5
0
0
,0
0
0

現
金

　
3
5
,2
9
3

木
材

　
4
,7
0
7

合
計

2
8
,0
5
2
,3
0
3

-
-

5
0
4
,7
0
7

2
8
,5
5
7
,0
1
0

2
0
,8
3
5
,2
4
6

市
産

材
調

達
管

理
基

金
3
5
,2
9
3

市
産

材
　
4
,7
0
7

4
0
,0
0
0
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⑤
貸
付
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

貸
借
対
照
表

計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

　
奨
学
資
金
貸
付
金
（
入
学
準
備
金
含
む
）

9
7
,3
7
9

-
1
6
,6
4
7

-
1
1
4
,0
2
6

　
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

5
0
,6
7
4

-
1
5
,0
9
7

-
6
5
,7
7
1

合
計

1
4
8
,0
5
3

-
3
1
,7
4
4

-
1
7
9
,7
9
7

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

(参
考
)


貸
付
金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

⑦
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

　
奨
学
資
金
貸
付
金

3
,3
5
7

-
　
奨
学
資
金
貸
付
金

5
8
2

-

　
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

6
,1
8
8

-
　
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

3
0
2

-

小
計

9
,5
4
5

-
小
計

8
8
4

-

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

9
8
4
,6
0
8

9
2
,2
4
0

税
等
未
収
金

4
5
8
,1
0
3

4
4
,9
3
0

そ
の
他
の
未
収
金

-
-

そ
の
他
の
未
収
金

-
-

分
担
金
及
び
負
担
金

2
,5
6
3

6
3
0

分
担
金
及
び
負
担
金

1
,8
3
9

4
5
2

使
用
料
及
び
手
数
料

4
4
,7
1
1

4
,8
2
9

使
用
料
及
び
手
数
料

1
3
,8
2
4

1
,4
9
3

財
産
収
入

5
5

-
財
産
収
入

1
4
7

-

諸
収
入
（
貸
付
金
除
く
）

1
1
3
,4
3
4

1
4
,0
6
6

諸
収
入
（
貸
付
金
除
く
）

4
4
,6
2
5

5
,5
3
0

小
計

1
,1
4
5
,3
7
1

1
1
1
,7
6
5

小
計

5
1
8
,5
3
8

5
2
,4
0
5

合
計

1
,1
5
4
,9
1
6

1
1
1
,7
6
5

合
計

5
1
9
,4
2
2

5
2
,4
0
5
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⑵
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

う
ち
1
年

内
償

還
予

定
う
ち
共

同
発

行
債

う
ち
住

民
公

募
債

【
通

常
分

】

　
一

般
公

共
事

業
1
1
,0
1
1
,3
2
8

1
,0
0
3
,1
1
7

7
,4
8
4
,0
4
3

2
,7
7
4
,5
0
7

7
,0
0
0

6
1
3
,7
2
8

-
-

-
1
3
2
,0
5
0

　
公

営
住

宅
建

設
4
,6
4
0
,7
6
7

1
5
5
,6
1
4

4
,1
4
3
,7
7
7

4
1
0
,4
4
8

-
-

-
-

-
8
6
,5
4
1

　
災

害
復

旧
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
教

育
・
福

祉
施

設
9
,4
5
6
,4
4
9

1
,3
1
2
,7
5
7

6
,8
4
0
,8
2
0

1
9
8
,0
0
0

3
9
9
,1
2
5

1
,4
6
5
,4
5
0

-
-

-
5
5
3
,0
5
4

　
一

般
単

独
事

業
1
2
,7
5
0
,7
3
4

1
,6
8
1
,4
3
4

1
7
,9
4
5

4
,3
6
6
,6
7
7

1
,4
7
9
,0
0
0

3
,9
1
4
,5
7
5

-
-

-
2
,9
7
2
,5
3
8

　
そ
の

他
5
,9
4
9
,6
9
2

9
1
6
,8
7
5

3
,9
6
8
,1
9
1

6
6
2
,0
8
3

1
5
9
,5
0
0

8
4
6
,1
2
5

-
-

-
3
1
3
,7
9
2

【
特

別
分

】
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
臨

時
財

政
対

策
債

8
,8
8
3
,9
2
1

1
,4
1
9
,3
7
7

8
,4
9
7
,4
2
1

-
3
,8
6
9

7
9
,8
7
7

-
-

-
3
0
2
,7
5
4

　
減

収
補

て
ん
債

1
8
0
,0
0
0

9
0
,0
0
0

1
8
0
,0
0
0

-
-

-
-

-
-

-

　
減

税
補

て
ん
債

2
4
6
,5
3
5

1
3
8
,7
4
1

-
-

-
-

-
-

-
2
4
6
,5
3
5

　
退

職
手

当
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の

他
5
5
,0
0
0

1
1
,0
0
0

-
-

-
5
5
,0
0
0

-
-

-
-

　
合

計
5
3
,1
7
4
,4
2
6

6
,7
2
8
,9
1
6

3
1
,1
3
2
,1
9
8

8
,4
1
1
,7
1
5

2
,0
4
8
,4
9
4

6
,9
7
4
,7
5
5

-
-

-
4
,6
0
7
,2
6
4

市
場

公
募

債
そ
の

他
種

類
地

方
債

等
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体



金
融

機
構

市
中

銀
行

そ
の

他
の



金

融
機

関
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②
地
方
債
等
（
利
率
別
）
の
明

細
(単

位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1
.5
%
以
下

1
.5
%
超



2
.0
%
以
下

2
.0
%
超



2
.5
%
以
下

2
.5
%
超



3
.0
%
以
下

3
.0
%
超



3
.5
%
以
下

3
.5
%
超



4
.0
%
以
下

4
.0
%
超

(参
考
)


加
重
平
均



利
率

5
3
,1
7
4
,4
2
6

5
0
,2
8
1
,7
9
2

2
,4
7
1
,6
3
9

3
4
1
,1
1
8

7
9
,8
7
7

0
0

0
0
.3
8
%

③
地
方
債
等
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1
年
以
内

1
年

超



2
年

以
内

2
年
超



3
年
以
内

3
年
超



4
年
以
内

4
年
超



5
年
以
内

5
年
超



1
0
年
以
内

1
0
年
超



5
3
,1
7
4
,4
2
6

6
,7
2
8
,9
1
6

6
,3
6
2
,7
8
0

5
,7
5
1
,2
1
2

5
,2
7
6
,8
7
2

4
,7
4
4
,4
3
6

1
4
,7
6
9
,2
3
0

9
,5
4
0
,9
8
0

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

(単
位
：
千
円
)

特
定
の
契
約
条
項
が



付
さ
れ
た
地
方
債
等
残
高

な
し

契
約
条

項
の
概
要
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⑤
引
当
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

投
資
損
失
引
当
金

7
,8
7
4

2
1
6

4
,4
5
2

-
3
,6
3
8

徴
収
不
能
引
当
金

1
5
8
,6
3
6

1
7
9
,3
3
9

1
7
3
,8
0
5

-
1
6
4
,1
7
0

退
職
手
当
引
当
金

1
4
,0
5
5
,3
7
7

9
5
5
,6
9
8

4
2
7
,5
8
0

-
1
4
,5
8
3
,4
9
5

損
失
補
償
等
引
当
金

6
,1
2
2

-
6
,1
2
2

-
-

賞
与
等
引
当
金

1
,3
2
9
,6
7
8

1
,5
0
0
,6
7
5

1
,3
2
9
,6
7
8

-
1
,5
0
0
,6
7
5

合
計

1
5
,5
5
7
,6
8
7

2
,6
3
5
,9
2
8

1
,9
4
1
,6
3
7

-
1
6
,2
5
1
,9
7
8

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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２
．
行

政
コ
ス
ト
計

算
書

の
内

容
に
関

す
る
明

細
⑴

補
助

金
等

の
明

細
(単

位
：
千

円
)

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

道
路

整
備

用
地

補
償

負
担

金
民

間
事

業
者

3
7
7
,3
4
2
道

路
整

備
の

た
め
用

地
取

得
に
要

し
た
補

償
費

に
対

す
る
負

担
金

老
人

福
祉

施
設

等
整

備
事

業
費

補
助

金
民

間
事

業
者

1
9
0
,3
2
0
高

齢
者

福
祉

施
設

の
整

備
に
対

す
る
支

援

障
が

い
者

福
祉

施
設

整
備

事
業

費
補

助
金

民
間

事
業

者
1
1
6
,2
5
2
障

が
い
者

福
祉

施
設

の
整

備
に
対

す
る
支

援

広
域

型
施

設
大

規
模

修
繕

・
耐

震
化

整
備

事
業

費
補

助
金

民
間

事
業

者
9
2
,3
5
6
高

齢
者

福
祉

施
設

の
整

備
に
対

す
る
支

援

橋
り
ょ
う
改

築
工

事
負

担
金

愛
知

県
6
8
,9
2
9
一

級
河

川
砂

川
改

修
工

事
に
伴

い
橋

り
ょ
う
改

築
工

事
を
行

う
こ
と
に
対

す
る
負

担
金

愛
知

環
状

鉄
道

設
備

改
修

費
補

助
金

鉄
道

事
業

者
6
1
,4
1
7
鉄

道
設

備
の

改
修

に
対

す
る
支

援

そ
の

他
6
2
6
,0
3
0

計
1
,5
3
2
,6
4
6

後
期

高
齢

者
医

療
療

養
給

付
費

負
担

金
後

期
高

齢
者

広
域

連
合

3
,4
9
5
,6
5
5
後

期
高

齢
者

の
医

療
に
係

る
負

担
金

私
立

保
育

園
等

施
設

型
給

付
費

私
立

保
育

園
運

営
費

補
助

金
私

立
保

育
園

給
食

費
軽

減
対

策
費

補
助

金
私

立
保

育
園

3
,2
5
6
,5
4
8
私

立
保

育
園

の
運

営
費

等
に
対

す
る
支

援

子
育

て
支

援
施

設
等

利
用

給
付

費
市

民
1
,3
5
2
,8
8
3
私

立
幼

稚
園

の
利

用
料

等
に
対

す
る
支

援

学
校

給
食

運
営

費
補

助
金

学
校

給
食

協
会

6
9
2
,1
9
3
学

校
給

食
協

会
の

運
営

費
等

に
対

す
る
支

援

お
か

ざ
き
農

業
応

援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推

進
事

業
費

負
担

金
市

民
5
9
4
,0
3
1
全

市
民

に
「
お
か

ざ
き
農

業
応

援
チ
ケ
ッ
ト
」
を
配

布
す
る
事

業
に
対

す
る
負

担
金

バ
ス
運

行
対

策
費

補
助

金
バ

ス
事

業
者

3
9
5
,4
7
3
民

間
バ

ス
路

線
の

運
行

に
対

す
る
支

援

妊
産

婦
・
乳

児
健

康
診

査
負

担
金

市
民

3
2
4
,0
0
8
妊

産
婦

や
乳

児
に
対

す
る
健

康
診

査
に
対

す
る
負

担
金

そ
の

他
1
0
,0
0
2
,5
7
0

計
2
0
,1
1
3
,3
6
1

合
計

2
1
,6
4
6
,0
0
7

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等



(所

有
外

資
産

分
)

そ
の

他
の

補
助

金
等

33



３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

⑴
財
源
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

会
計

区
分

金
額

7
1
,1
2
4
,1
2
6

1
,0
0
5
,0
6
1

6
0
5
,3
4
8

1
,2
3
1
,9
5
1

9
,4
3
2
,7
8
9

5
5
2
,8
5
6

2
3
0
,7
8
1

9
7
0
,8
6
7

1
,6
3
7
,6
9
5

8
6
,7
9
1
,4
7
4

2
,0
5
7
,8
2
7

9
1
,8
8
6

2
,1
4
9
,7
1
3

2
3
,4
2
0
,7
8
3

9
,3
7
5
,4
4
3

3
2
,7
9
6
,2
2
6

3
4
,9
4
5
,9
3
9

1
2
1
,7
3
7
,4
1
3

一
般
会
計

等

税
収
等

県
支
出
金

計

小
計

合
計

国
県
等
補
助
金

資
本
的



補
助
金

経
常
的



補
助
金

財
源
の
内
容

市
税

地
方
譲
与
税

配
当
割
交
付
金

法
人
事
業
税
交
付
金

地
方
消
費
税
交
付
金

地
方
特
例
交
付
金

地
方
交
付
税

分
担
金
及
び
負
担
金

そ
の
他

小
計

国
庫
支
出
金

県
支
出
金

計

国
庫
支
出
金

34



⑵
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

純
行

政
コ
ス
ト

1
2
3
,9
3
4
,3
3
0

3
4
,9
4
5
,9
3
9

-
6
0
,2
4
4
,6
7
0

2
8
,7
4
3
,7
2
1

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

1
2
,0
8
5
,3
8
9

2
,1
4
9
,7
1
3

3
,9
2
6
,0
0
0

4
,7
8
1
,9
8
3

1
,2
2
7
,6
9
3

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
1
3
,5
6
9
,5
9
7

-
4
7
0
,0
0
0

1
3
,0
6
7
,2
1
3

3
2
,3
8
4

そ
の

他
-

-
-

-
-

合
計

1
4
9
,5
8
9
,3
1
6

3
4
,9
4
5
,9
3
9

4
,3
9
6
,0
0
0

7
8
,0
9
3
,8
6
6

3
0
,0
0
3
,7
9
8

区
分

金
額

内
訳

国
県

等
補

助
金

地
方

債
等

税
収

等
そ
の

他
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４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

⑴
資
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

要
求
払
預
金

8
,4
4
4
,0
1
6

合
計

8
,4
4
4
,0
1
6
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 787,321,041   固定負債 234,960,665

    有形固定資産 755,445,725     地方債等 131,603,021

      事業用資産 276,571,315     長期未払金 2,627,284

        土地 147,199,082     退職手当引当金 20,230,296

        立木竹 976,142     損失補償等引当金 -

        建物 254,466,879     その他 80,500,065

        建物減価償却累計額 -143,842,779   流動負債 28,604,740

        工作物 52,410,870     １年内償還予定地方債等 14,563,145

        工作物減価償却累計額 -35,509,793     未払金 8,313,892

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 70,210

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 2,481,443

        航空機 -     預り金 2,203,851

        航空機減価償却累計額 -     その他 972,200

        その他 - 負債合計 263,565,405

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 870,913   固定資産等形成分 799,431,134

      インフラ資産 471,499,309   余剰分（不足分） -210,045,712

        土地 125,884,726   他団体出資等分 -

        建物 25,690,629

        建物減価償却累計額 -11,096,780

        工作物 658,599,136

        工作物減価償却累計額 -355,501,900

        その他 25,568,390

        その他減価償却累計額 -13,074,295

        建設仮勘定 15,429,403

      物品 27,945,768

      物品減価償却累計額 -20,570,668

    無形固定資産 7,020,798

      ソフトウェア 1,185,951

      その他 5,834,847

    投資その他の資産 24,854,517

      投資及び出資金 2,009,994

        有価証券 1,824,671

        出資金 185,323

        その他 -

      投資損失引当金 -3,638

      長期延滞債権 1,925,914

      長期貸付金 171,998

      基金 19,281,180

        減債基金 -

        その他 19,281,180

      その他 1,782,031

      徴収不能引当金 -312,962

  流動資産 65,629,786

    現金預金 42,376,652

    未収金 6,878,698

    短期貸付金 33,257

    基金 12,076,836

      財政調整基金 12,076,836

      減債基金 -

    棚卸資産 3,424,509

    その他 1,031,176

    徴収不能引当金 -191,342

  繰延資産 - 純資産合計 589,385,422

資産合計 852,950,827 負債及び純資産合計 852,950,827

岡崎市全体貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

岡崎市全体行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 223,282,638

    業務費用 113,781,932

      人件費 37,556,070

        職員給与費 30,227,886

        賞与等引当金繰入額 2,451,997

        退職手当引当金繰入額 1,522,531

        その他 3,353,657

      物件費等 71,256,307

        物件費 43,579,823

        維持補修費 2,271,673

        減価償却費 25,305,986

        その他 98,825

      その他の業務費用 4,969,555

        支払利息 1,352,120

        徴収不能引当金繰入額 393,873

        その他 3,223,563

    移転費用 109,500,706

      補助金等 33,944,284

      社会保障給付 75,061,248

      他会計への繰出金 -

      その他 495,175

  経常収益 41,161,927

    使用料及び手数料 34,959,683

    その他 6,202,244

純経常行政コスト 182,120,712

  臨時損失 951,445

    災害復旧事業費 468,608

    資産除売却損 390,806

    投資損失引当金繰入額 216

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 659,741

純行政コスト 182,221,490

    その他 91,815

  臨時利益 850,667

    資産売却益 190,925
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 591,257,802 804,460,456 -213,202,654 -

  純行政コスト（△） -182,221,490 -182,221,490 -

  財源 179,225,348 179,225,348 -

    税収等 112,166,683 112,166,683 -

    国県等補助金 67,058,665 67,058,665 -

  本年度差額 -2,996,142 -2,996,142 -

  固定資産等の変動（内部変動） -6,754,664 6,754,664

    有形固定資産等の増加 19,720,462 -19,720,462

    有形固定資産等の減少 -26,396,635 26,396,635

    貸付金・基金等の増加 13,754,490 -13,754,490

    貸付金・基金等の減少 -13,832,980 13,832,980

  資産評価差額 388,947 388,947

  無償所管換等 1,336,394 1,336,394

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -601,580 - -601,580

  本年度純資産変動額 -1,872,380 -5,029,323 3,156,942 -

本年度末純資産残高 589,385,422 799,431,134 -210,045,712 -

岡崎市全体純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

岡崎市全体資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

    業務費用支出 87,732,306

      人件費支出 36,509,971

【業務活動収支】

  業務支出 197,203,089

      その他の支出 3,939,202

    移転費用支出 109,470,783

      物件費等支出 46,082,904

      支払利息支出 1,200,229

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 495,175

      補助金等支出 33,914,361

      社会保障給付支出 75,061,248

    国県等補助金収入 64,902,960

    使用料及び手数料収入 35,768,606

  業務収入 217,758,377

    税収等収入 110,794,075

    災害復旧事業費支出 468,608

    その他の支出 285,921

    その他の収入 6,292,737

  臨時支出 754,530

【投資活動収支】

  投資活動支出 33,923,624

  臨時収入 600,117

業務活動収支 20,400,875

    投資及び出資金支出 200,000

    貸付金支出 933,584

    公共施設等整備費支出 20,457,497

    基金積立金支出 12,332,543

    国県等補助金収入 3,561,944

    基金取崩収入 12,286,565

    その他の支出 -

  投資活動収入 17,301,165

    その他の収入 44,554

投資活動収支 -16,622,459

    貸付金元金回収収入 943,190

    資産売却収入 464,912

    地方債等償還支出 13,907,814

    その他の支出 743,416

【財務活動収支】

  財務活動支出 14,651,230

    その他の収入 719,990

財務活動収支 -4,235,240

  財務活動収入 10,415,990

    地方債等発行収入 9,696,000

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 40,172,802

本年度資金収支額 -456,823

前年度末資金残高 40,629,625

本年度末歳計外現金残高 2,203,851

本年度末現金預金残高 42,376,652

前年度末歳計外現金残高 2,098,825

本年度歳計外現金増減額 105,025

40



１ 重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
   ①  有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
       ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　       ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価
　　　　　　 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　 イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
　　　　　　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　　　 ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　 　なお、公営企業会計については、原則として取得原価としています。
　 ②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
       ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
　　　　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　 　なお、公営企業会計については、原則として取得原価としています。
　 ただし、適切な対価を支払わずに取得したもの（受贈等）については、原則として再調達原価としています。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　 ①　満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
　 ②　満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・取得原価
　 ③　出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　 ①　貯蔵品（病院事業会計）・・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法
　 ②　貯蔵品（水道事業会計）・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
　 ①　有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
　　　 主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　 建物        　8年～50年
　　　 　工作物      　5年～60年
　　　 　物品        　2年～15年
　 ②　無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
　　　 主な耐用年数は次のとおりです。
　　　 　ソフトウェア　      　 5年
　　　 　その他（施設利用権）　50年
　 ③　リース資産（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさないもののみで構
　　 成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並びに公営企業会計におけ
　　 る所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）
　　 ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　 イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
　 ①　投資損失引当金
　　　 市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下し
 　　た場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
　 ②　徴収不能引当金
　　　 過去の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　 ③　退職手当引当金
　　　 期末自己都合要支給額を計上しています。
　 ④　賞与等引当金
　　　 翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ
　　 本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
　 ①　ファイナンス・リース取引
　　 ア　ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさ
　　　 ないもののみで構成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並び
　　　 に公営企業会計における所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　　 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　 イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　 ②　オペレーティング・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

岡崎市全体財務書類に係る注記
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(7)　全体資金収支計算書における資金の範囲
　　 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（岡崎市公金保管・運用基準において歳計現金等の保管方法と
　 して規定した預金等をいいます。）
　 　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)　消費税等の会計処理
　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　 ただし、公営企業会計については、税抜方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等
　　該当事項はありません。

３　重要な後発事象
　　該当事項はありません。

４　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

損失補償等引当金 貸借対照表
計上額 未計上額

一般会計 岡崎市土地開発公社 - 1,229,893千円 1,229,893千円
一般会計 愛知県信用保証協会 - 51,949千円 51,949千円

- 1,281,842千円 1,281,842千円

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　 ①　対象範囲

区分 連結の方法 比例連結割合
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －

地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －

　　　 連結の方法は次のとおりです。
　　　 特別会計は全て全部連結の対象としています。
　　　 地方公営企業会計は全て全部連結の対象としています。
　 ②　出納整理期間
　　　 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
　　 受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　　　 なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間内に現金の受
　　 払いがあった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。
　 ③　表示単位未満の処理
　　　 原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。

阿知和地区工業団地造成事業特別会計

水道事業会計
下水道事業会計

農業集落排水事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
病院事業会計

団体（会計）名
継続契約集合支払特別会計
額田北部診療所特別会計
こども発達医療センター特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
岡崎駅東土地区画整理事業清算金特別会計

計

団体名

履行すべき額が確定していない

総 額
損失補償債務等

会計名
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 792,058,732   固定負債 235,646,855

    有形固定資産 758,019,285     地方債等 131,606,593

      事業用資産 278,059,061     長期未払金 2,627,284

        土地 147,678,135     退職手当引当金 20,881,272

        立木竹 1,222,219     損失補償等引当金 -

        建物 255,668,227     その他 80,531,706

        建物減価償却累計額 -144,302,131   流動負債 30,500,435

        工作物 52,435,026     １年内償還予定地方債等 15,793,038

        工作物減価償却累計額 -35,513,330     未払金 8,816,063

        船舶 -     未払費用 4,731

        船舶減価償却累計額 -     前受金 70,744

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 2,594,486

        航空機 -     預り金 2,246,280

        航空機減価償却累計額 -     その他 975,093

        その他 - 負債合計 266,147,290

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 870,913   固定資産等形成分 804,254,928

      インフラ資産 472,544,320   余剰分（不足分） -209,283,876

        土地 126,929,736   他団体出資等分 148,576

        建物 25,690,629

        建物減価償却累計額 -11,096,780

        工作物 658,599,136

        工作物減価償却累計額 -355,501,900

        その他 25,568,390

        その他減価償却累計額 -13,074,295

        建設仮勘定 15,429,403

      物品 28,086,770

      物品減価償却累計額 -20,670,866

    無形固定資産 7,039,229

      ソフトウェア 1,203,964

      その他 5,835,265

    投資その他の資産 27,000,218

      投資及び出資金 1,910,714

        有価証券 1,819,667

        出資金 91,048

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 1,926,337

      長期貸付金 173,289

      基金 21,514,708

        減債基金 -

        その他 21,514,708

      その他 1,788,132

      徴収不能引当金 -312,962

  流動資産 69,208,185

    現金預金 45,985,369

    未収金 6,451,886

    短期貸付金 33,257

    基金 12,162,938

      財政調整基金 12,162,938

      減債基金 -

    棚卸資産 3,543,941

    その他 1,222,496

    徴収不能引当金 -191,703

  繰延資産 - 純資産合計 595,119,627

資産合計 861,266,917 負債及び純資産合計 861,266,917

岡崎市連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

岡崎市連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 264,502,819

    業務費用 118,400,162

      人件費 40,236,587

        職員給与費 31,944,822

        賞与等引当金繰入額 2,565,040

        退職手当引当金繰入額 1,606,709

        その他 4,120,017

      物件費等 72,193,064

        物件費 43,085,088

        維持補修費 2,357,016

        減価償却費 25,377,929

        その他 1,373,031

      その他の業務費用 5,970,512

        支払利息 1,354,196

        徴収不能引当金繰入額 394,040

        その他 4,222,276

    移転費用 146,102,656

      補助金等 23,863,748

      社会保障給付 121,320,427

      他会計への繰出金 -

      その他 918,482

  経常収益 44,341,469

    使用料及び手数料 34,938,176

    その他 9,403,293

純経常行政コスト 220,161,350

  臨時損失 951,234

    災害復旧事業費 468,608

    資産除売却損 390,810

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 655,289

純行政コスト 220,265,189

    その他 91,815

  臨時利益 847,395

    資産売却益 192,106
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 597,550,945 810,087,220 -212,684,803 148,528

  純行政コスト（△） -220,265,189 -220,265,189 -

  財源 216,673,173 216,673,173 -

    税収等 117,841,500 117,841,500 -

    国県等補助金 98,831,673 98,831,673 -

  本年度差額 -3,592,016 -3,592,016 -

  固定資産等の変動（内部変動） -7,561,629 7,561,629

    有形固定資産等の増加 20,015,067 -20,015,067

    有形固定資産等の減少 -27,608,572 27,608,572

    貸付金・基金等の増加 13,933,561 -13,933,561

    貸付金・基金等の減少 -13,901,685 13,901,685

  資産評価差額 391,205 391,205

  無償所管換等 1,336,394 1,336,394

  他団体出資等分の増加 -3,038 3,038

  他団体出資等分の減少 2,990 -2,990

  比例連結割合変更に伴う差額 34,679 1,737 32,942 -

  その他 -601,580 - -601,580

  本年度純資産変動額 -2,431,318 -5,832,293 3,400,927 48

本年度末純資産残高 595,119,627 804,254,928 -209,283,876 148,576

岡崎市連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

本年度末歳計外現金残高 2,203,851

本年度末現金預金残高 45,985,369

前年度末歳計外現金残高 2,098,825

本年度歳計外現金増減額 105,025

比例連結割合変更に伴う差額 32,937

本年度末資金残高 43,781,518

本年度資金収支額 -573,833

前年度末資金残高 44,322,415

    その他の収入 719,990

財務活動収支 -4,852,292

  財務活動収入 10,787,247

    地方債等発行収入 10,067,257

    地方債等償還支出 14,895,536

    その他の支出 744,003

【財務活動収支】 0

  財務活動支出 15,639,539

    その他の収入 44,554

投資活動収支 -16,630,662

    貸付金元金回収収入 943,190

    資産売却収入 466,092

    国県等補助金収入 3,561,944

    基金取崩収入 12,286,565

    その他の支出 -

  投資活動収入 17,302,345

    投資及び出資金支出 200,000

    貸付金支出 933,584

    公共施設等整備費支出 20,466,588

    基金積立金支出 12,332,835

【投資活動収支】

  投資活動支出 33,933,007

  臨時収入 729,698

業務活動収支 20,909,121

    災害復旧事業費支出 468,608

    その他の支出 285,921

    その他の収入 9,369,408

  臨時支出 754,530

    国県等補助金収入 105,960,006

    使用料及び手数料収入 35,768,606

  業務収入 268,505,659

    税収等収入 117,407,639

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 769,150

      補助金等支出 34,059,626

      社会保障給付支出 121,356,965

      その他の支出 5,016,224

    移転費用支出 156,185,741

      物件費等支出 48,598,001

      支払利息支出 1,202,305

      人件費支出 36,569,435

【業務活動収支】

  業務支出 247,571,706

岡崎市連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

    業務費用支出 91,385,965
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１ 重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
   ①  有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
       ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　       ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価
　　　　　　 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　 イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価
　　　　　　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　　　　 ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　 　なお、連結対象団体（会計）については、原則として取得原価としています。
　 ②　無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
       ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　　　 取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・取得原価
　　　　 取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価
　　　 　なお、連結対象団体（会計）については、原則として取得原価としています。
　 ただし、適切な対価を支払わずに取得したもの（受贈等）については、原則として再調達原価としています。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　 ①　満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
　 ②　満期保有目的以外の有価証券・・・・・・・・・・・取得原価
　　　 ただし、一部の連結対象団体については、市場価格等に基づく時価法に基づく時価法としています。
　 ③　出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　 ①　貯蔵品（病院事業会計）・・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法
　 ②　貯蔵品（水道事業会計）・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法
　　　 ただし、一部の連結対象団体については、個別法による原価法又は最終仕入原価法による原価法としています。

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
　 ①　有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
　　　 主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　 建物        　8年～50年
　　　 　工作物      　5年～60年
　　　 　物品        　2年～15年
　　　 ただし、一部の連結対象団体については、定率法によっています。
　 ②　無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・定額法
　　　 主な耐用年数は次のとおりです。
　　　 　ソフトウェア　      　 5年
　　　 　その他（施設利用権）　50年
　 ③　リース資産（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさないもののみで構
 　　成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並びに一部の連結対象団体
　　 （会計）における所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）
　　 ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　 イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　 　・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
　 ①　徴収不能引当金
　　　 過去の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
　　　 ただし、一部の連結対象団体については、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
　 ②　退職手当引当金
　　　 期末自己都合要支給額を計上しています。
　 ③　賞与等引当金
　　　 翌年度に支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本
　　 会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
　 ①　ファイナンス・リース取引
　　 ア　ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引、物品及びソフトウェアの計上基準を満たさ
　　　 ないもののみで構成されるリース取引、リース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引並びに
　　　 一部の連結対象団体（会計）における所有権移転外ファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　　 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　 イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

岡崎市連結財務書類に係る注記
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　 ②　オペレーティング・リース取引
　　　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　連結資金収支計算書における資金の範囲
　　 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、流動
　 性の高い投資をいます。ただし、岡崎市の会計においては、岡崎市公金保管・運用基準において歳計現金等の保管方
　 法として規定した預金等としています。）
　 　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)　消費税等の会計処理
　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　 ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(9)　連結対象団体の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
　　 決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算を基礎として連結
　 手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っています。

２　重要な会計方針の変更等
　　該当事項はありません。

３　重要な後発事象
　　該当事項はありません。

４　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

損失補償等引当金 貸借対照表
計上額 未計上額

一般会計 愛知県信用保証協会 - 51,949千円 51,949千円
- 51,949千円 51,949千円

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　 ①　対象範囲

区分 連結の方法 比例連結割合
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －
特別会計 全部連結 －

地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －

一部事務組合・広域連合 比例連結 79.06％
一部事務組合・広域連合 比例連結 一般会計　4.55％

特別会計　4.78％
地方三公社 全部連結 －

第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －
第三セクター等 全部連結 －

　　　 連結の方法は次のとおりです。
　　　 特別会計は全て全部連結の対象としています。
　　　 地方公営企業会計は全て全部連結の対象としています。

公益財団法人岡崎市学校給食協会

社会福祉法人岡崎市福祉事業団
社会福祉法人岡崎市社会福祉協議会
公益財団法人岡崎幸田勤労者共済会

株式会社岡崎情報開発センター

株式会社もりまち

農業集落排水事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計

公益財団法人岡崎市スポーツ協会

水道事業会計
下水道事業会計

愛知県後期高齢者医療広域連合
岡崎市額田郡模範造林組合

岡崎市土地開発公社

株式会社岡崎さくら電力

病院事業会計

計

会計名等 団体名
履行すべき額が確定していない

総 額

阿知和地区工業団地造成事業特別会計

団体（会計）名
継続契約集合支払特別会計
額田北部診療所特別会計
こども発達医療センター特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
岡崎駅東土地区画整理事業清算金特別会計
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　　　 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
　　　　 岡崎市額田郡模範造林組合　　　比例連結割合・・・79.06％
　　　　 愛知県後期高齢者医療広域連合　比例連結割合・・・一般会計　4.55％　特別会計　4.78％
　　　 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導
　　 的な立場を確保している団体を含みます。）を全部連結の対象としています。
　 ②　出納整理期間
　　　 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
　　 受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　　　 なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間内に現金の受
　　 払いがあった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。
　 ③　表示単位未満の処理
　　　 原則として千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。
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